
６．株式会社産業革新機構

○構造的な資源高という制約の下で成長性の高い市場を獲得すること
が必要。（環境エネルギー分野、医薬（ライフサイエンス）分野等）

○大企業、中小企業、ベンチャー、大学等に分散している結果、十分
実力を発揮できない技術、事業を集約化・組み合わせて、上記市場の
獲得に必要な力強い事業を育成。

○企業収益が悪化する中、エレクトロニクス業界をはじめとして、技
術・事業の選択と集中を迫られている。これを放置しておくと、これ
まで蓄積した技術・ノウハウが散逸するおそれ。また、民間のリスクマ
ネーは一層収縮。技術・事業の再編へのリスクマネーに対するニーズが飛
躍的に高まっている。

○国は、支援基準を定め、株式会社産業革新機構の体制整備を行い、
革新的な経済産業構造への転換に資する事業等に対して資金供給を行
う。
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【課題①：最先端基礎技術の結集】

•次世代２次電池などのような基礎研究分野において、大学等の組
織の壁を超えて技術を集約し、組み合わせてライセンス供与。

【課題②：ベンチャーと大企業等をつなぐ仕組みの創設】

•ベンチャーキャピタル・中小ベンチャー企業と、事業化を担う大企
業等をつなぐ「セカンダリー投資」の仕組みを創設。

【課題②～③：大企業等の中で埋もれた技術・事業の再編・集約】

•技術的に優位であるものの十分に価値を発揮できていない事業
や技術を括りだし、他と組み合わせて資金・人材を集中投下。

【課題③：環境ソリューションサービスを創造】

•個別のプラントメーカー等が保有する大気汚染・水質汚濁・廃棄物
の処理技術を結集し、需要が拡大するアジア市場に環境ソリュー
ションサービスとして提供。

平成21年度補正予算案：
8000億円


